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１ はじめに
労働市場に本格的に参入したばかりの若年層の就業の確保は、社会全体にとって重要だ。本稿では特に、
25 歳から 34 歳の若年女性層の就業について、いわゆるリーマンショック以降の状況に重点を置いて考えてみ
たい2。 
まず、若年女性の年齢層を 25 歳から 34 歳とした理由についてふれておきたい。就職して働き始めるのは、
更に若い世代となる大学卒業後の 20 代前半（20 歳から 24 歳）が一般的だろう。しかしながらこの世代は、高
学歴化の進行など就業を遅らせる要因が存在する。一方で25歳から 34 歳の女性については、結婚や子育て
などによる労働市場からの一時的な退出の影響はあるものの、日本の場合は特にいわゆる M 字カーブが解
消に向かっており、就業が一般化する方向に変化している様子がみてとれる。20 代前半よりは、推移の状況と
その変化の背景を読み取り易い年齢層、とみていいのではないか。
リーマンショック以降という時期については、日米共に、概ね 2010 年以降、とした。リーマンブラザーズが破
綻したのが 2008 年 9 月、日経平均や米国ダウ平均が大底をつけたのが 2009 年 3 月だ。米国 CES 統計で非
農業雇用者数の推移を見ても、米国 CPS 統計で就業者数の推移を見ても、2008 年後半から減少が目立ち、
2009 年第 4 四半期から 2010 年第 1 四半期あたりが大底で 2011 年に入ると底離れがはっきりしてくる。日本
の労働力調査の就業者数で推移を見ると、2009 年に入ると直ぐに減少し始め、2009 年半ばには大底に入っ
ている。底離れがはっきりするのは 2013 年に入ってからだが、2011 年の東日本大震災や急激な円高などリー
マンショックとは異なるマイナス要因があったため、回復が引き延ばされたと考えたほうが妥当だろう。本稿で
は、リーマンショックで記録した大底からの回復に焦点を当てるべく、日米共に 2010 年頃からの推移に重点を
置いて分析してみることとした。
２ 日本における若年女性の就業の現状
２－１ 若年女性の就業者が減っていないのは南関東のみ
日本全体でみた若年女性層（上述したように本稿では 25 歳から 34 歳）の就業者数の推移をみると、2000
年代半ば頃までは増えているものの、その後減少している3。本稿で主な分析対象としている2010 年から 2015
年にかけての地域毎の若年女性就業者数の推移をみると、南関東のみ横ばい程度に留まっている4。他の地
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域はいずれも減少だ。本稿ではまず、南関東のみ減少を免れている背景を就業構造の違いから探ってみた
い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１ 就業者数からみた日本の若年女性の就業構造（2010 年から 2015 年の平均値で算出） 
（注）出所は総務省：労働力調査、構成比の単位は％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2 主要業種の 1 人平均月間賃金（2010 年から 2014 年の平均値） 
（注）出所は厚生労働省：毎月勤労統計（5 人以上事業所）、常用労働者現金給与支給総額、単位千円 
北海道 東北 南関東 北関東甲信 北陸 東海 近畿 中国 四国
九州
沖縄
農業，林業 0.66 5.20 2.21 0.16 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 2.17
建設業 2.04 0.00 1.42 0.94 1.38 0.79 1.00 0.80 1.47 0.58 0.84
製造業 10.63 0.48 1.16 0.75 1.41 1.37 1.57 1.00 1.01 0.77 0.78
電気・ガス・熱供給・水道業 0.16 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
情報通信業 3.65 0.47 0.79 1.98 0.64 0.00 0.56 0.67 0.33 0.00 0.47
運輸業，郵便業 2.10 0.00 1.15 1.26 1.34 0.00 1.11 1.07 0.57 0.00 0.82
卸売業，小売業 19.38 1.01 1.05 1.01 0.99 1.00 0.95 1.07 0.99 0.85 0.97
金融業，保険業 4.01 1.07 0.72 1.24 0.70 1.21 0.95 0.97 0.90 1.47 0.71
不動産業，物品賃貸業 1.33 0.00 0.54 1.51 0.00 0.00 0.88 0.92 0.00 0.00 0.86
学術研究，専門・技術サービス業 3.32 0.26 0.87 1.44 0.85 0.00 0.88 0.99 1.08 0.00 0.60
宿泊業，飲食サービス業 6.24 1.37 0.93 0.97 0.98 0.90 0.98 0.98 1.06 1.13 1.19
生活関連サービス業，娯楽業 5.42 0.95 1.07 1.06 1.04 0.89 0.97 1.10 0.88 1.09 0.90
教育，学習支援業 6.47 1.06 0.82 0.97 0.94 0.75 0.99 1.20 1.02 1.09 0.97
医療，福祉 23.80 1.15 1.13 0.80 1.05 1.15 0.95 1.01 1.23 1.33 1.25
複合サービス事業 0.72 0.00 0.00 0.88 0.00 0.00 0.81 0.85 0.00 0.00 1.19
サービス業（他に分類されないもの） 5.83 1.03 0.95 1.22 0.72 0.83 0.95 0.98 0.92 0.61 0.88
公務（他に分類されるものを除く） 2.60 1.65 1.12 0.86 1.09 1.86 0.79 0.95 1.38 2.72 1.10
分類不能の産業 1.54 0.00 0.00 1.44 0.91 0.00 0.95 1.19 0.39 0.00 0.56
全国
構成比
各地域の特化係数
実額 計（＊）との差 実額 計（＊）との差
調査産業計 405 0 207 0
鉱業，採石業，砂利採取業 379 ▲ 25 249 42
建設業 387 ▲ 18 234 27
製造業 411 7 210 3
電気・ガス・熱供給・水道業 569 164 369 162
情報通信業 504 100 330 123
運輸業，郵便業 383 ▲ 22 199 ▲ 8
卸売業，小売業 398 ▲ 7 162 ▲ 45
金融業，保険業 515 111 302 95
不動産業，物品賃貸業 426 21 231 24
学術研究，専門・技術サービス業 478 74 291 84
宿泊業，飲食サービス業 285 ▲ 120 93 ▲ 114
生活関連サービス業，娯楽業 300 ▲ 104 161 ▲ 46
教育，学習支援業 497 93 314 107
医療，福祉 370 ▲ 34 257 50
複合サービス事業 431 26 266 59
サービス業（他に分類されないもの） 328 ▲ 77 171 ▲ 36
一般雇用の賃金 女性雇用の賃金
＊
 
 
表 1 では特化係数を使って各地域の若年女性の就業構造を示した5。南関東で特化係数が高い（1.20 以上
を目安）のは、「情報通信業」（以下情報と略称）、「運輸業、郵便業」（以下運輸郵便と略称）、「金融業、保険
業」（以下金融と略称）、「不動産業、物品賃貸業」（以下、不動産と略称）、「学術研究、専門・技術サービス業」
（以下、専門サービスと略称）、「サービス業（他に分類されないもの）」、「分類不能の産業」が挙げられる。この
うち、就業者数がそもそも少なく地域毎の数値を分析するには限界がある運輸郵便と不動産、及び産業として
具体的な内容を把握しにくいサービス業（他に分類されないもの）や分類不能の産業といった計 4 業種を分析
の対象から除くと、南関東で特化係数が高い業種として、情報、金融、専門サービスの 3 業種が残る。 
次に、業種毎の賃金水準を比較したのが表 2 だ。男女計の数字となる一般雇用でみても、一般とパート
を併せた女性のみ雇用でみても、南関東で特化係数が高いこれら 3 業種は平均を大きく上回っている。若
年女性層は他の年齢層に比べて正社員の割合が高いことをふまえると、水準の高い一般雇用の賃金が標
準となる可能性も高く、当該 3 業種の若年女性就業者は高い水準の賃金を確保していることが予想される。
これら 3 業種は、南関東における若年女性の就業状況を考えていく際にポイントとなる特徴的な業種と言っ
て良いだろう。 
２－２ 就業の選択肢が狭まる南関東以外の地域 
南関東以外の地域の特化係数の状況も、表 1 で確認しておこう。南関東で特化係数が低いことの裏側とし
てそれ以外の地域で特化係数が高い業種として、第一に「製造業」が挙げられよう。南関東以外の 9 地域のう
ち 6 地域で１以上となっている。第二に挙げられるのが、「医療、福祉」（以下、医療福祉と略称）だ。こちらも 8
地域で 1 以上だ。次に、製造業と医療福祉の賃金水準を、表 2 で確認しておこう。製造業は一般雇用も女性
雇用も平均並みだ。医療福祉の賃金水準は、一般雇用では平均を下回るが、女性雇用では平均を上回る。
25 歳から 34 歳の年齢層では正規雇用での就業も多く、一般雇用での水準が低いことも考慮したほうが良い
だろう。以上から、南関東において特化係数の高い 3 業種は既に述べたとおり賃金水準が高い一方で、南関
東以外の地域において特化係数の高い 2 業種の賃金水準はそれには及ばない様子が確認できる。 
更に、これらの業種に対する就業者が雇用全体に占める割合を確認しておこう。製造業も医療福祉も、共
に雇用に占める割合が高い業種だ。この 2 業種の就業者に、その特性上各地域において 1 前後の特化係数
を維持し且つ雇用全体に占める割合も高い「卸売業、小売業」の就業者を加え、南関東以外の地域の若年女
性就業者に占める割合を算出すると、その割合は 2010 年から 2015 年の平均で全体の 57％だ。一方で南関
東において同様にこれら 3 業種の就業者を合算しても、その割合は若年女性就業者全体の 47％に過ぎない。
これら 3 業種に賃金水準の低い「宿泊業、飲食サービス業」や「生活関連サービス業、娯楽業」の就業者を加
えた割合を見ると、南関東では 58％、南関東以外の地域での合計では 69％となる。逆に言えば、南関東以外
の地域で平均を取ると、若年女性にとってこうした 5 業種以外の就業の選択肢は 3 割程度しかない、ということ
だ。 
高賃金の職には優秀な人材が集まり易い。優秀な人材を確保出来れば、その企業は採用した優秀な人材
を活用して収益機会を増やし、ひいては雇用機会を更に増やすことも可能だ。また、求職者がお目当ての業
種に就職出来なかったとしても、本人の優秀さに加えて当該地域が多様な雇用機会に恵まれているということ
であれば、その地域で他の業種での就職先を探すのも容易だろう。こう考えていくと、南関東に高賃金且つ多
様な就業機会が存在していることが、同地域のみ若年女性就業者が減少を免れている理由の一つとみなして
も良いだろう。 
とはいえ、特化係数の高い金融保険、専門サービス、情報の 3 業種の同地域での若年女性就業者数の推
移を見ると、3 業種共に大雑把に言って横ばいであり、これらの業種の雇用が南関東の若年女性就業者数を
増やすのに貢献しているという状況ではない。範囲を広げてこれら 3 業種の女性雇用全体の全国ベースでの
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域はいずれも減少だ。本稿ではまず、南関東のみ減少を免れている背景を就業構造の違いから探ってみた
い。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１ 就業者数からみた日本の若年女性の就業構造（2010 年から 2015 年の平均値で算出） 
（注）出所は総務省：労働力調査、構成比の単位は％ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2 主要業種の 1 人平均月間賃金（2010 年から 2014 年の平均値） 
（注）出所は厚生労働省：毎月勤労統計（5 人以上事業所）、常用労働者現金給与支給総額、単位千円 
北海道 東北 南関東 北関東甲信 北陸 東海 近畿 中国 四国
九州
沖縄
農業，林業 0.66 5.20 2.21 0.16 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 2.17
建設業 2.04 0.00 1.42 0.94 1.38 0.79 1.00 0.80 1.47 0.58 0.84
製造業 10.63 0.48 1.16 0.75 1.41 1.37 1.57 1.00 1.01 0.77 0.78
電気・ガス・熱供給・水道業 0.16 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
情報通信業 3.65 0.47 0.79 1.98 0.64 0.00 0.56 0.67 0.33 0.00 0.47
運輸業，郵便業 2.10 0.00 1.15 1.26 1.34 0.00 1.11 1.07 0.57 0.00 0.82
卸売業，小売業 19.38 1.01 1.05 1.01 0.99 1.00 0.95 1.07 0.99 0.85 0.97
金融業，保険業 4.01 1.07 0.72 1.24 0.70 1.21 0.95 0.97 0.90 1.47 0.71
不動産業，物品賃貸業 1.33 0.00 0.54 1.51 0.00 0.00 0.88 0.92 0.00 0.00 0.86
学術研究，専門・技術サービス業 3.32 0.26 0.87 1.44 0.85 0.00 0.88 0.99 1.08 0.00 0.60
宿泊業，飲食サービス業 6.24 1.37 0.93 0.97 0.98 0.90 0.98 0.98 1.06 1.13 1.19
生活関連サービス業，娯楽業 5.42 0.95 1.07 1.06 1.04 0.89 0.97 1.10 0.88 1.09 0.90
教育，学習支援業 6.47 1.06 0.82 0.97 0.94 0.75 0.99 1.20 1.02 1.09 0.97
医療，福祉 23.80 1.15 1.13 0.80 1.05 1.15 0.95 1.01 1.23 1.33 1.25
複合サービス事業 0.72 0.00 0.00 0.88 0.00 0.00 0.81 0.85 0.00 0.00 1.19
サービス業（他に分類されないもの） 5.83 1.03 0.95 1.22 0.72 0.83 0.95 0.98 0.92 0.61 0.88
公務（他に分類されるものを除く） 2.60 1.65 1.12 0.86 1.09 1.86 0.79 0.95 1.38 2.72 1.10
分類不能の産業 1.54 0.00 0.00 1.44 0.91 0.00 0.95 1.19 0.39 0.00 0.56
全国
構成比
各地域の特化係数
実額 計（＊）との差 実額 計（＊）との差
調査産業計 405 0 207 0
鉱業，採石業，砂利採取業 379 ▲ 25 249 42
建設業 387 ▲ 18 234 27
製造業 411 7 210 3
電気・ガス・熱供給・水道業 569 164 369 162
情報通信業 504 100 330 123
運輸業，郵便業 383 ▲ 22 199 ▲ 8
卸売業，小売業 398 ▲ 7 162 ▲ 45
金融業，保険業 515 111 302 95
不動産業，物品賃貸業 426 21 231 24
学術研究，専門・技術サービス業 478 74 291 84
宿泊業，飲食サービス業 285 ▲ 120 93 ▲ 114
生活関連サービス業，娯楽業 300 ▲ 104 161 ▲ 46
教育，学習支援業 497 93 314 107
医療，福祉 370 ▲ 34 257 50
複合サービス事業 431 26 266 59
サービス業（他に分類されないもの） 328 ▲ 77 171 ▲ 36
一般雇用の賃金 女性雇用の賃金
＊
 
 
表 1 では特化係数を使って各地域の若年女性の就業構造を示した5。南関東で特化係数が高い（1.20 以上
を目安）のは、「情報通信業」（以下情報と略称）、「運輸業、郵便業」（以下運輸郵便と略称）、「金融業、保険
業」（以下金融と略称）、「不動産業、物品賃貸業」（以下、不動産と略称）、「学術研究、専門・技術サービス業」
（以下、専門サービスと略称）、「サービス業（他に分類されないもの）」、「分類不能の産業」が挙げられる。この
うち、就業者数がそもそも少なく地域毎の数値を分析するには限界がある運輸郵便と不動産、及び産業として
具体的な内容を把握しにくいサービス業（他に分類されないもの）や分類不能の産業といった計 4 業種を分析
の対象から除くと、南関東で特化係数が高い業種として、情報、金融、専門サービスの 3 業種が残る。 
次に、業種毎の賃金水準を比較したのが表 2 だ。男女計の数字となる一般雇用でみても、一般とパート
を併せた女性のみ雇用でみても、南関東で特化係数が高いこれら 3 業種は平均を大きく上回っている。若
年女性層は他の年齢層に比べて正社員の割合が高いことをふまえると、水準の高い一般雇用の賃金が標
準となる可能性も高く、当該 3 業種の若年女性就業者は高い水準の賃金を確保していることが予想される。
これら 3 業種は、南関東における若年女性の就業状況を考えていく際にポイントとなる特徴的な業種と言っ
て良いだろう。 
２－２ 就業の選択肢が狭まる南関東以外の地域 
南関東以外の地域の特化係数の状況も、表 1 で確認しておこう。南関東で特化係数が低いことの裏側とし
てそれ以外の地域で特化係数が高い業種として、第一に「製造業」が挙げられよう。南関東以外の 9 地域のう
ち 6 地域で１以上となっている。第二に挙げられるのが、「医療、福祉」（以下、医療福祉と略称）だ。こちらも 8
地域で 1 以上だ。次に、製造業と医療福祉の賃金水準を、表 2 で確認しておこう。製造業は一般雇用も女性
雇用も平均並みだ。医療福祉の賃金水準は、一般雇用では平均を下回るが、女性雇用では平均を上回る。
25 歳から 34 歳の年齢層では正規雇用での就業も多く、一般雇用での水準が低いことも考慮したほうが良い
だろう。以上から、南関東において特化係数の高い 3 業種は既に述べたとおり賃金水準が高い一方で、南関
東以外の地域において特化係数の高い 2 業種の賃金水準はそれには及ばない様子が確認できる。 
更に、これらの業種に対する就業者が雇用全体に占める割合を確認しておこう。製造業も医療福祉も、共
に雇用に占める割合が高い業種だ。この 2 業種の就業者に、その特性上各地域において 1 前後の特化係数
を維持し且つ雇用全体に占める割合も高い「卸売業、小売業」の就業者を加え、南関東以外の地域の若年女
性就業者に占める割合を算出すると、その割合は 2010 年から 2015 年の平均で全体の 57％だ。一方で南関
東において同様にこれら 3 業種の就業者を合算しても、その割合は若年女性就業者全体の 47％に過ぎない。
これら 3 業種に賃金水準の低い「宿泊業、飲食サービス業」や「生活関連サービス業、娯楽業」の就業者を加
えた割合を見ると、南関東では 58％、南関東以外の地域での合計では 69％となる。逆に言えば、南関東以外
の地域で平均を取ると、若年女性にとってこうした 5 業種以外の就業の選択肢は 3 割程度しかない、ということ
だ。 
高賃金の職には優秀な人材が集まり易い。優秀な人材を確保出来れば、その企業は採用した優秀な人材
を活用して収益機会を増やし、ひいては雇用機会を更に増やすことも可能だ。また、求職者がお目当ての業
種に就職出来なかったとしても、本人の優秀さに加えて当該地域が多様な雇用機会に恵まれているということ
であれば、その地域で他の業種での就職先を探すのも容易だろう。こう考えていくと、南関東に高賃金且つ多
様な就業機会が存在していることが、同地域のみ若年女性就業者が減少を免れている理由の一つとみなして
も良いだろう。 
とはいえ、特化係数の高い金融保険、専門サービス、情報の 3 業種の同地域での若年女性就業者数の推
移を見ると、3 業種共に大雑把に言って横ばいであり、これらの業種の雇用が南関東の若年女性就業者数を
増やすのに貢献しているという状況ではない。範囲を広げてこれら 3 業種の女性雇用全体の全国ベースでの
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推移を統計上遡れる 2007 年から確認しても、2015 年の就業者数は 3 業種共に 2007 年を上回っているもの
の、それぞれ 1 割前後の増加に留まっている。これら 3 業種を合算したものを上回る構成比となっている医療
福祉は同じ期間で 3 割以上増えていることもあり、これら 3 業種の変化が目立っているとは言いにくい。そもそ
も 10 年に満たない期間の変化から今後の方向性を考えるのは、やや無理がある。日本におけるこうした雇用
の今後の推移について、以降では米国の状況と比較しながら考えてみたい6。 
３ 米国の状況をふまえた日本の若年女性の就業の今後 
３－１ 代表的な都市圏を抱える地域で好調な米国の若年女性の雇用 
米国では、25 歳から 34 歳の女性雇用者数を若年女性雇用者数として、各州（DC を含む、州名は略記）に
おける変動について、リーマンショック以降の推移を辿った。2010 年第 2 四半期を基準時点として、最も間近
な数字が取れる 2015 年第 4 四半期の数値と比較してみた7。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3 雇用者数から見た米国主要州の若年女性の就業構造（構成比） 
（注）出所は米国センサス局：Quarterly Workforce Indicators、単位は％、2015 年第 4 四半期 
 
規模的に小さいため（基準は若年女性雇用者が 5 万人に満たないこと）数字が大きく振れ易い州（VT、DE、
ND、AK）を除くと、若年女性雇用者数が増えている州は、MA、DC、NY、FL、SC、TN、TX、CO、MI の各州
である8。若年女性に限らず全体としての雇用の伸びを 2010 年から 2015 年の非農業雇用者数の暦年値の推
移でみると、FL、SC、TN、TX、CO、MI はその伸び率が全米のそれを上回っており、若年女性の雇用の大き
な伸びは全体の雇用の大きな伸びを反映しているだけといった可能性がある。そこで本稿では、雇用全体の
NY MA DC ID AZ
Agriculture, Forestry, Fishing and Hunting 0.2 0.2 0.0 2.3 0.5
Mining, Quarrying, and Oil and Gas Extraction 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2
Utilities 0.2 0.2 0.1 0.2 0.4
Construction 1.3 1.3 0.6 1.7 1.9
Manufacturing 2.5 3.3 0.1 4.7 2.8
Wholesale Trade 2.9 2.0 0.6 2.4 1.9
Retail Trade 10.5 9.2 3.9 12.9 11.9
Transportation and Warehousing 1.6 1.2 0.5 1.1 1.5
Information 3.7 2.4 2.9 1.3 1.5
Finance and Insurance 6.2 5.3 2.2 5.1 7.5
Real Estate and Rental and Leasing 1.3 1.0 1.8 1.1 1.8
Professional, Scientific, and Technical Services 9.5 9.2 22.7 4.7 5.4
Management of Companies and Enterprises 2.2 2.1 0.3 1.0 1.3
Administrative and Support and Waste
Management and Remediation Services 5.1 4.3 7.4 6.2 9.0
Educational Services 10.4 11.3 11.8 9.6 10.1
Health Care and Social Assistance 24.0 28.2 15.8 26.0 22.3
Arts, Entertainment, and Recreation 2.2 1.9 1.7 1.9 2.0
Accommodation and Food Services 8.9 10.2 9.9 11.0 11.2
Other Services (except Public Administration) 3.8 4.1 14.3 2.8 2.9
Public Administration 3.6 2.8 3.0 3.9 3.6
若年女性の雇用が大きく増加してい
る州
若年女性の雇用が減少
或いはさほど増加してい
ない州
 
 
伸びが全米のそれより低いにもかかわらず若年女性雇用者に限るとその伸びが大きい NY、MA、DC を取り
上げることとした。結果として、域内に米国の代表的な都市圏を抱える州となった。一方で若年女性雇用者の
増え方が小さい或いは減っている州としては、IL、KS、MO、SD、AL、AR、MS、WV、AZ、ID が挙げられる9。
規模の小さい州（SD）を同様の基準で除き、本稿では、雇用全体の伸びが全米のそれを上回っているにも関
わらず若年女性雇用者の増え方が小さい或いは減っている州に絞り、ID と AZ を取り上げる。 
取り上げた 5 つの州の若年女性雇用者数全体に対する各業種のそれを割合にして並べてみたのが表 3 で
ある。総じて言えるのは、若年女性雇用者の増加が大きい州では「Information」（以下、米国情報）と
「Professional, Scientific and Technical Services」（以下、米国専門サービス）の割合が高くなっている。両者は
賃金水準も高い10。「Finance and Insurance」（以下、米国金融）の割合は DC で低く、NY と MA でも AZ や ID
と大きな違いはないが、当該業種の両州における賃金水準を見ると、前 2 者と同様に、賃金の絶対的な水準
でも当該州の平均的な賃金水準との比較でも、AZ や ID を大きく上回っており、3 つの州において特徴的な
業種の一つとして含めて良いだろう。表 1 と表 3 で見る日米の産業分類は完全に一致するわけではないが、
米国において若年女性雇用者が大きく増加している地域の就業構造は、日本の南関東におけるそれと似た
構造になっている、とみなすことが出来る。 
続いて、若年女性雇用者の増加が目立つ 3 州で特徴的な米国情報、米国専門サービス、米国金融といっ
た業種の若年女性雇用者の推移を、2010 年第 2 四半期と 2015 年第 4 四半期の数値を比較する形で確認し
たところ、3 州共に増加しているのは米国専門サービスのみであり、米国情報はバラつきがあるがおおむね横
ばい、米国金融は 3 州共に減少となっている。3 業種共に横ばいだった日本の南関東の就業状況とはやや異
なり、3 業種の方向性が異なっている様子が確認できる。 
３－２ 不安が残る米国の若年女性雇用の今後 
ここまで、日米双方の若年女性雇用の増えている地域において特徴的な 3 つの業種について、その若年
女性雇用者数の推移を、各地域において、リーマンショック以降の期間に限定する形で確認してきた。以下で
は、範囲を大きく広げ、若年女性に限らず全年齢の男女計として、限定された地域ではなく全国での姿として、
リーマンショック以降の期間ではなく現在ある項目について統計が遡れる 1990 年からとして、米国におけるこ
れら 3 業種の推移を確認してみよう11。 
まず、全米ベースの男女計で見た米国金融と米国情報の雇用者数について、1990 年以降でその推移を
みると、米国情報が 2000 年代初頭のいわゆる IT バブルの崩壊を境に、米国金融が本稿で取り上げているリ
ーマンショックを境に、一転して大きく減っている。以降の回復は遅れており、足元の景気回復局面の中で
徐々に上向いているものの、既往ピークには届いていない。米国専門サービスの雇用は、それぞれの節目で
若干の調整はあったものの、概ね増加基調だ。 
さらに全国ベースで、全雇用者に占める女性の割合（以下、女性比率）を確認しておこう。米国情報の雇用
者における女性比率は 1990 年時点で 49％だ。以降ジリジリと低下しており、2015 年は 40％にまで下がって
いる。特に大きく下がっているのは、1990 年において同業種の女性就業者の約 4 割を占めていた
Telecommunications であり、1990 年には 51％あった女性比率が、2015 年では 33％へと下がっている。雇用
者数がピークをつけた 2000 年から足元 2015 年までの実数ベースでの推移を見ると、男女計では 24％の減少
に留まるのに対して女性は 35％の減少となり、女性のほうが大きく減っている。米国金融でも同様の女性比率
の低下が起きている。米国金融の雇用者における女性比率は 1990 年時点で 67％だ。以降ジリジリと低下して
おり、2015 年は 62％にまで下がっている。低下が目立つのは、1990 年において同業種の女性就業者の約 4
割を占めていた Commercial banking で、1990 年には 74％だった女性比率が、その後一旦 76％まで上昇し
た後に低下し、2015 年では 68％にまで下がっている。雇用者数がピークをつけた 2006 年から 2015 年までの
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推移を統計上遡れる 2007 年から確認しても、2015 年の就業者数は 3 業種共に 2007 年を上回っているもの
の、それぞれ 1 割前後の増加に留まっている。これら 3 業種を合算したものを上回る構成比となっている医療
福祉は同じ期間で 3 割以上増えていることもあり、これら 3 業種の変化が目立っているとは言いにくい。そもそ
も 10 年に満たない期間の変化から今後の方向性を考えるのは、やや無理がある。日本におけるこうした雇用
の今後の推移について、以降では米国の状況と比較しながら考えてみたい6。 
３ 米国の状況をふまえた日本の若年女性の就業の今後 
３－１ 代表的な都市圏を抱える地域で好調な米国の若年女性の雇用 
米国では、25 歳から 34 歳の女性雇用者数を若年女性雇用者数として、各州（DC を含む、州名は略記）に
おける変動について、リーマンショック以降の推移を辿った。2010 年第 2 四半期を基準時点として、最も間近
な数字が取れる 2015 年第 4 四半期の数値と比較してみた7。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3 雇用者数から見た米国主要州の若年女性の就業構造（構成比） 
（注）出所は米国センサス局：Quarterly Workforce Indicators、単位は％、2015 年第 4 四半期 
 
規模的に小さいため（基準は若年女性雇用者が 5 万人に満たないこと）数字が大きく振れ易い州（VT、DE、
ND、AK）を除くと、若年女性雇用者数が増えている州は、MA、DC、NY、FL、SC、TN、TX、CO、MI の各州
である8。若年女性に限らず全体としての雇用の伸びを 2010 年から 2015 年の非農業雇用者数の暦年値の推
移でみると、FL、SC、TN、TX、CO、MI はその伸び率が全米のそれを上回っており、若年女性の雇用の大き
な伸びは全体の雇用の大きな伸びを反映しているだけといった可能性がある。そこで本稿では、雇用全体の
NY MA DC ID AZ
Agriculture, Forestry, Fishing and Hunting 0.2 0.2 0.0 2.3 0.5
Mining, Quarrying, and Oil and Gas Extraction 0.0 0.0 0.0 0.1 0.2
Utilities 0.2 0.2 0.1 0.2 0.4
Construction 1.3 1.3 0.6 1.7 1.9
Manufacturing 2.5 3.3 0.1 4.7 2.8
Wholesale Trade 2.9 2.0 0.6 2.4 1.9
Retail Trade 10.5 9.2 3.9 12.9 11.9
Transportation and Warehousing 1.6 1.2 0.5 1.1 1.5
Information 3.7 2.4 2.9 1.3 1.5
Finance and Insurance 6.2 5.3 2.2 5.1 7.5
Real Estate and Rental and Leasing 1.3 1.0 1.8 1.1 1.8
Professional, Scientific, and Technical Services 9.5 9.2 22.7 4.7 5.4
Management of Companies and Enterprises 2.2 2.1 0.3 1.0 1.3
Administrative and Support and Waste
Management and Remediation Services 5.1 4.3 7.4 6.2 9.0
Educational Services 10.4 11.3 11.8 9.6 10.1
Health Care and Social Assistance 24.0 28.2 15.8 26.0 22.3
Arts, Entertainment, and Recreation 2.2 1.9 1.7 1.9 2.0
Accommodation and Food Services 8.9 10.2 9.9 11.0 11.2
Other Services (except Public Administration) 3.8 4.1 14.3 2.8 2.9
Public Administration 3.6 2.8 3.0 3.9 3.6
若年女性の雇用が大きく増加してい
る州
若年女性の雇用が減少
或いはさほど増加してい
ない州
 
 
伸びが全米のそれより低いにもかかわらず若年女性雇用者に限るとその伸びが大きい NY、MA、DC を取り
上げることとした。結果として、域内に米国の代表的な都市圏を抱える州となった。一方で若年女性雇用者の
増え方が小さい或いは減っている州としては、IL、KS、MO、SD、AL、AR、MS、WV、AZ、ID が挙げられる9。
規模の小さい州（SD）を同様の基準で除き、本稿では、雇用全体の伸びが全米のそれを上回っているにも関
わらず若年女性雇用者の増え方が小さい或いは減っている州に絞り、ID と AZ を取り上げる。 
取り上げた 5 つの州の若年女性雇用者数全体に対する各業種のそれを割合にして並べてみたのが表 3 で
ある。総じて言えるのは、若年女性雇用者の増加が大きい州では「Information」（以下、米国情報）と
「Professional, Scientific and Technical Services」（以下、米国専門サービス）の割合が高くなっている。両者は
賃金水準も高い10。「Finance and Insurance」（以下、米国金融）の割合は DC で低く、NY と MA でも AZ や ID
と大きな違いはないが、当該業種の両州における賃金水準を見ると、前 2 者と同様に、賃金の絶対的な水準
でも当該州の平均的な賃金水準との比較でも、AZ や ID を大きく上回っており、3 つの州において特徴的な
業種の一つとして含めて良いだろう。表 1 と表 3 で見る日米の産業分類は完全に一致するわけではないが、
米国において若年女性雇用者が大きく増加している地域の就業構造は、日本の南関東におけるそれと似た
構造になっている、とみなすことが出来る。 
続いて、若年女性雇用者の増加が目立つ 3 州で特徴的な米国情報、米国専門サービス、米国金融といっ
た業種の若年女性雇用者の推移を、2010 年第 2 四半期と 2015 年第 4 四半期の数値を比較する形で確認し
たところ、3 州共に増加しているのは米国専門サービスのみであり、米国情報はバラつきがあるがおおむね横
ばい、米国金融は 3 州共に減少となっている。3 業種共に横ばいだった日本の南関東の就業状況とはやや異
なり、3 業種の方向性が異なっている様子が確認できる。 
３－２ 不安が残る米国の若年女性雇用の今後 
ここまで、日米双方の若年女性雇用の増えている地域において特徴的な 3 つの業種について、その若年
女性雇用者数の推移を、各地域において、リーマンショック以降の期間に限定する形で確認してきた。以下で
は、範囲を大きく広げ、若年女性に限らず全年齢の男女計として、限定された地域ではなく全国での姿として、
リーマンショック以降の期間ではなく現在ある項目について統計が遡れる 1990 年からとして、米国におけるこ
れら 3 業種の推移を確認してみよう11。 
まず、全米ベースの男女計で見た米国金融と米国情報の雇用者数について、1990 年以降でその推移を
みると、米国情報が 2000 年代初頭のいわゆる IT バブルの崩壊を境に、米国金融が本稿で取り上げているリ
ーマンショックを境に、一転して大きく減っている。以降の回復は遅れており、足元の景気回復局面の中で
徐々に上向いているものの、既往ピークには届いていない。米国専門サービスの雇用は、それぞれの節目で
若干の調整はあったものの、概ね増加基調だ。 
さらに全国ベースで、全雇用者に占める女性の割合（以下、女性比率）を確認しておこう。米国情報の雇用
者における女性比率は 1990 年時点で 49％だ。以降ジリジリと低下しており、2015 年は 40％にまで下がって
いる。特に大きく下がっているのは、1990 年において同業種の女性就業者の約 4 割を占めていた
Telecommunications であり、1990 年には 51％あった女性比率が、2015 年では 33％へと下がっている。雇用
者数がピークをつけた 2000 年から足元 2015 年までの実数ベースでの推移を見ると、男女計では 24％の減少
に留まるのに対して女性は 35％の減少となり、女性のほうが大きく減っている。米国金融でも同様の女性比率
の低下が起きている。米国金融の雇用者における女性比率は 1990 年時点で 67％だ。以降ジリジリと低下して
おり、2015 年は 62％にまで下がっている。低下が目立つのは、1990 年において同業種の女性就業者の約 4
割を占めていた Commercial banking で、1990 年には 74％だった女性比率が、その後一旦 76％まで上昇し
た後に低下し、2015 年では 68％にまで下がっている。雇用者数がピークをつけた 2006 年から 2015 年までの
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実数ベースでの推移を見ると、男女計では 3％の減少に留まるのに対して、女性は 6％の減少となり、女性の
ほうが大きく減っている。概ね増加基調となっている米国専門サービスについては、そこに含まれる職種の専
門性の高さをふまえると、他とは分けて考えたほうが良いだろう。 
米国情報と米国金融の 2 業種の足元の景気回復局面での雇用の推移を見ると、どちらも雇用は増加して
いるが、その伸びは緩やかであり、既に述べたとおり失われた部分が戻った訳ではない。2 業種のうち、若年
女性雇用者数の増加が目立つ 3 州においても 2010 年第 2 四半期から 2015 年第 4 四半期にかけて若年女
性雇用者数が減少している米国金融を例にとって考えてみよう。米国金融の女性雇用者総数は米国情報の
それの 3 倍以上であり、その推移は女性の雇用に与える影響が大きい。米国金融における女性雇用の減少
の原因としては、既に述べたとおり Commercial banking における雇用者数の減少が一因だ。背景として、
Commercial banking における雇用の多くを占め、且つ一般的に女性が多いとされるバックオフィス関連雇用
が、技術進歩の中で削減されている可能性を考えて良いのではないか。バックオフィス業務はエントリー業務
を多く抱えていることもふまえれば、NY でも MA でも DC でもリーマンショック以降の若年女性層の金融関連
雇用が減っていることと平仄が合う。 
３－３ 特徴的な 3 業種への期待が過大になるのは避けたい 
日本では、若年女性就業者を増やす或いは減っていくのを押し止めるための試みとして、若年女性の就業
が多い南関東における就業構造を念頭におき、情報や金融に関係した雇用を増やして地域の就業構造を南
関東におけるそれに近づけるという策は考えられなくはない12。就業の継続や早期職場復帰の可能性が増大
すれば、該当年齢層の労働力率が上昇することも考慮していいだろう。 
しかし、米国における似たような内容の業種にみられる女性雇用者数の長期的な推移をふまえると、日本
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ていくといったシナリオは描きにくい13。雇用が増加するシナリオはなおさらだ。となると、そういった策に過大
な期待はかけられないように思われる14。 
参考文献 
［日本語文献］ 
岡田豊（2014）「消滅可能性の町にこそ「女性力」活用が必要だ」『エコノミスト Eyes』 2014 年 9 月 12 日号 みずほ総合研
究所 
熊野英生（2015）「産業集積の発想：東京一極集中と地方再生」『Economic Trends』 2015 年 7 月 17 日号、第一生命経済
研究所 
近藤智也他（2016）「都市と地方のこれからを考える」『経済・社会構造分析レポート』2016 年 9 月 23 日、大和総研 
鈴木源一朗（2015）「北九州経済における非製造業比率の高まりと生産性向上に向けた課題～都市機能集積化の視点を
中心に～」『特別調査レポート』日本銀行北九州支店 
 
［英語文献］ 
Baker, Edith（2016）「The lure of big cities for the highly educated」『Monthly Labor Review』 January 2016、U.S.Bureau of 
Labor Statistics 
Brinkman, Jeffrey（2015）「Big Cities and the Highly Educated: What’s the Connection?」『Business Review』 Third Quarter 
2015、Federal Reserve Bank of Philadelphia 
Cheremukhin, Anton（2014）「Middle-skill Jobs Lost in U.S. Labor Market Polarization」『DALLAS FED, Economic Letter』
VOL.9, No5・May 2014, Federal Reserve Bank of Dallas 
Dvorkin, Maximiliano 他（2015）「As in the Nation, New Jobs in the District Are Concentrated in Low-Paying Industries」
『The Regional Economist』 July 2015、Federal Reserve Bank of St. Louis 
 
 
 
                                                                 
 
1 新潟県立大学国際地域学部（aokit@unii.ac.jp） 
2 2008 年のリーマンブラザーズの破綻などに代表される世界的な金融危機について、本稿では日本の通俗的な言い方に
沿ってリーマンショックとした。 
3 労働力調査（総務省）による。以下、日本の分析で使用した統計については、特に断りのない限り同様。 
4 それぞれの地域に含まれる県は、労働力調査の分類を使用した。表 1 も同様。北海道は北海道、東北は青森県、岩手県、
宮城県、秋田県、山形県、福島県の各県、南関東は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県の各県、北関東・甲信は茨
城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県の各県、北陸は新潟県、富山県、石川県、福井県の各県、東海は岐阜県、静
岡県、愛知県、三重県の各県、近畿は滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県の各県、中国は鳥取県、
島根県、岡山県、広島県、山口県の各県、四国は徳島県、香川県、愛媛県、高知県の各県、九州・沖縄は福岡県、佐
賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県の各県である。 
5 統計で示される人数の単位が万人とされている一方で、2015 年の若年女性就業者数は四国が 13 万人、北海道や北陸
で 19万人に過ぎない。こうした地域毎の就業者数を産業別に分けるので、四捨五入の関係で特化係数が大きく動く場
合もある。そういった事情をふまえ、本稿では平均値を使って特化係数を算出した。特化係数で０が頻出しているのは、
規模の小さな地域においては、就業者数が０人と表示されている産業が多いためである。 
6 米国CPS統計で 25歳から 34歳の女性就業者数の推移を見ると、1980年代後半頃から大雑把に言って横ばいで推移し
ているが、2010年以降はゆるやかな増加局面となっている。 
7 米国センサス局の Quarterly Workforce Indicators（QWI）を使い、2009年第 3四半期から 2015年第 4四半期までの四半
期毎の数値を、4 四半期後方移動平均をかけて当該四半期の数値を算出している。従って、2015 年第 4 半期の数値
は、2015年第 1四半期から同年第 4四半期までの数値を平均したもの。但し、MAは 2010年第 2四半期以降の数値
しかないため、2009年第 3四半期から 2009年第 1四半期まで、2010年第 2四半期の数値を仮置きして計算した。 
8 全米の変化率を 3％ポイント以上上回っている州。全米の数値は、各州の数値の合計を算出して使用した。 
9 全米の変化率を 3％ポイント以上下回っている州。全米の数値は、各州の数値の合計を算出して使用した。 
10 雇用者数の推移同様、米国センサス局の Quarterly Workforce Indicators（QWI）を使い、2009 年第 3 四半期から 2015
年第 4四半期までの四半期毎の数値を、4四半期後方移動平均をかけて当該四半期の数値を算出した。 
11 米国 CES統計を使用した。 
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